
第６１期 

中間事業報告書 
平成16年10月1日～平成17年3月31日 

株
主
・
投
資
家
の
み
な
さ
ま
へ 

プロセステクノロジーで未来を拓く 



株主の皆様には、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は格別のご引き立てを賜り、厚く御礼申し上げます。 

第61期中間決算期（平成１６年１０月１日～平成１７年３月３１日）の事業

報告書をお届けするにあたりまして、一言ご挨拶を申し上げます。 

当中間期における日本を取り巻く経済情勢は引き続き混沌とした状況で

あります。昨年後半以降に消費、投資などの停滞が見られ踊り場の状

態が続きましたが、景気拡大への入り口と見るのか、或いは、デフレの再燃

で、景気低迷への入り口と見るのか意見が大きく分かれるところです。 

このような状況の下、ホソカワミクロングループは、粉体技術のグローバ

ルリーディングカンパニーとして、次世代最先端技術を支える超微粒子、

ナノ粒子複合化技術を基盤とした研究開発を日欧米の３極体制で進め

ています。その研究開発のスピードアップと実効性をあげることにより、

新技術、新製品を創出し続け、収益力の向上を図ってまいります。昨年来

より、積極的な展開を進めているナノ粒子製造技術による機能性複合粒

子を応用した新素材ビジネスも徐々に目に見える形でその成果がでて

いる他、現在取り組んでいるエネルギー、ＩＴ、ヘルスケアー分野への応

用研究開発も加速的に進めています。 

他方、欧州グループ会社が中心となり販売展開しているプラスチック薄

膜関連及び製菓関連事業分野においても信頼のブランド力と高度な技術開発

力を背景として、収益力の改善が進んでおり、高付加価値製品を提供し

ていくことにより、市場における優位なポジションを構築してまいります。 

加えて、経済成長の著しい中国、ロシア、インドを中心とする新興市場

において、グループ製品の販売基盤を整備、構築することにより、新たな販

売活動を展開してまいります。グループの総力を結集し、回復過程にあ

る海外を中心とした事業基盤の再構築を推し進めていく他、徹底した原

価低減活動の継続により収益力の改善と企業価値の向上を図ってまい

ります。 

早期の内に安定した高収益企業を

構築することにより、株主の皆様の

ご期待に添えるようグループ全社一丸

となり邁進してまいります。今後とも

一層のご支援とご理解を賜りますよう

お願い申し上げます。 

平成１７年６月 

代表取締役社長　 

細 川 益 男 

株主のみなさまへ 
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当中間期の業績につきましては、受注高は、１９３億６千８百万円（前年

同期比２８.７％の増加）、受注残高は１１１億１千８百万円（前年同期

比３６.７％の増加）、売上高は１８９億９千５百万円で前年同期比３１.７％

の大幅な増収となりました。利益面におきましてはグループ一丸となった原

価、販売費及び一般管理費の削減活動により収益性は一層改善し、営

業利益６億７千９百万円（前年同期比６３.４％の増加）を計上することが

できました。 

また、経常損益も４億３千３百万円（前年同期比２６倍）の利益を計上

いたしました。中間純損益につきましても４億３千万円（前年同期比２.５倍

）の利益となりました。 

積極的に営業展開を推し進め、原価の低減やコストの削減に取り組む

とともに、海外を中心とした事業の再構築を進めました。 

しかしながら、下半期につきましては、原油及び原材料価格の上昇等

により、世界経済は依然不透明な展開になると思われます。企業収益の

回復を磐石なものとし、成長軌道の足固めとすることが、当社にとって最

優先課題でありますので、当中間期の配当につきましては見送らせてい

ただきたいと存じます。何卒ご理解を賜りたくお願い申し上げます。 

このような状況のもと、当企業グループといたしましては、粉体技術分

野におけるナンバーワン企業として、引き続き研究開発のスピードアップを図

り、その実効をあげることによりグループの総合的収益力の向上を図って

まいります。また、次世代の成長市場と目されるナノテクノロジー・先端複

合材料分野を始めとした、新しい分野への展開を積極的に進めてま

いります。さらには、当社既存技術を成長分野へ重点的に販売展開してま

いります。一方で回復過程にある海外事業の再構築をさらに推し進めて

いくほか、徹底した原価低減活動を推進していくことにより、収益力の改

善を推し進めてまいります。 

通期業績予想につきましては、売上高３８０億円、経常利益９億５千

万円、当期純利益７億円を予想しております。 

営業の概況 

■事業別売上比率 

中間期 
総売上高 
１８９億９,５００ 

万円 粉体関連事業 
６６.９%

プラスチック薄膜 
関連事業 
１７.２%

環境関連事業 
８.４%

製菓関連事業 
７.５%

2



事業別の概況 

粉体関連事業 
同事業は、粉砕・分級装置、混合・乾燥装置を中心に当企業グループ

の主力製品が多くを占める分野であります。ユーロ高騰による欧州市場

の低迷が続く中、米国事業の再編や英国事業のテコ入れなど徹底した

事業管理を実施致しました。グループ企業が連携して受注活動に努め

たことで､従来から強みを持つ化学やトナー市場、あるいは戦略的に取り

組んだ医薬市場で受注が伸びました。 

その結果、当中間期の受注高

は１４２億４千１百万円（前年同期

比２６.４％の増加）、受注残高は

８１億８千７百万円（前年同期比３９.２

％の増加）となり、外部売上高は

１２７億８百万円（前年同期比１８.９

％の増加）となりました。また、営業

利益は７億１千４百万円（前年

同期比２２.２％の増加）となりました。 

■ 粉体関連事業売上高推移 

第57期 
平成13年 

第59期 
平成15年 

第61期 
平成17年 

第60期 
平成16年 

0

35,000百万円 

28,321

24,639

12,708

第58期 
平成14年 

通期 

中間 

10,680

24,480
21,002

プラスチック薄膜関連事業 
同事業は、欧米を主力市場として、食品包装用等の各種プラスチック

薄膜の開発、製造、販売を行っております。設備投資ニーズが底堅い米

国市場で、受注、売上ともに堅調でありましたが、もう一方の主力である欧

州市場は依然として鈍い動きとなりました。 

その結果、当中間期の受注高

は１９億５千８百万円（対前年同期

比２２.９％の減少）となりましたが、

受注残高は１５億２千１百万円（前年

同期比１２.６％の増加）、外部売

上高は３２億７千万円（対前年同

期比３４.３％の増加）となりました。

これにより営業利益は１億５千

８百万円（前年同期比１４３.１％の

増加）となりました。 

■ プラスチック薄膜関連事業売上高推移 

0

8,000百万円 

4,319
4,688

4,389

第59期 
平成15年 

3,270

第57期 
平成13年 

第61期 
平成17年 

第60期 
平成16年 

5,102

第58期 
平成14年 

通期 

中間 

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2,434

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
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環境関連事業 
同事業は、主に日本市場において、大気汚染防止装置及び精密空

調制御装置の製造、販売をしております。ＤＶＤ向けサーマルクリーンブー

スや電子部品工場用自動倉庫のクリーン設備が売上に大きく寄与しまし

た。一方、大気汚染防止装置関連は、小口を中心とした物件を継続的

に受注し、リサイクル関連設備は堅調に推移しました。 

これらの結果、受注高は１６億

７千５百万円（対前年同期比３４.

５％の増加）となり、受注残高

は５億６千６百万円（対前年同期

比３６.９％の減少）となりました。

外部売上高は１６億３百万円（対

前年同期比２３.０％の増加）とな

り、営業利益も２億７百万円と前

年同期比５０.５%の大幅な増加

となりました。 

 

 

 

製菓関連事業 
同事業は、欧米を中心に菓子類（チョコレート、キャンディー、クッキー）

生産システムの開発、製造、販売を行っております。雑穀を中心とした

健康食品に類するバー、クッキー

の製造プロセス機器の販売が好

調に推移致しました。 

その結果、当中間期の受注高

は１４億９千３百万円、受注残高

は８億４千４百万円、売上高は１４

億１千２百万円となり、これにより

営業利益は６千５百万円となりま

した。 

■ 環境関連事業売上高推移 

0

5,000百万円 

第57期 
平成13年 

第59期 
平成15年 

第58期 
平成14年 

通期 

中間 

4,570
4,279

3,120

2,000

3,000

4,000

1,000

第61期 
平成17年 

3,242

1,303
1,603

第60期 
平成16年 

■ 製菓関連事業売上高推移 

0

5,000百万円 

第57期 
平成13年 

第59期 
平成15年 

第58期 
平成14年 

通期 

中間 

非継続事業・通期 

非継続事業・中間 

3,577
3,144

2,621

2,000

3,000

4,000

1,000

第61期 
平成17年 

3,074

1,235
1,412

第60期 
平成16年 
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比較中間連結貸借対照表 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期末 前中間期末 前期末 
  平成１７年３月３１日 平成１６年３月３１日 平成１６年９月３０日 

資産の部 
流動資産 １９,３７８ ２１,０６１ ２３,２６０ 
現金及び預金 ２,９０２ ３,２７０ ６,２１８ 
受取手形及び売掛金 １０,３３２ ８,０４８ １０,７１１ 
有価証券 ３５０ ―― ―― 
棚卸資産 ４,５５９ ３,６６７ ４,５９３ 
繰延税金資産 ５７７ １３７ ３９７ 
非継続事業資産 ―― ４,５２６ ７９７ 
その他の流動資産 ８２０ １,５５９ ６９２ 
貸倒引当金 △ １６４ △ １４８ △ １４９ 
 
固定資産 １７,８７３ １６,８２７ １７,９１１ 
有形固定資産 １３,４９９ １２,８１０ １３,７３０ 
建物及び構築物 １２,２３３ １０,９８４ １２,１８５ 
機械装置及び運搬具 ７,８４９ ６,２９９ ７,７７２ 
土地 ４,９２７ ４,６０３ ４,９１１ 
建設仮勘定 ２５ ８８ １１ 
その他 １,８０７ １,１７０ １,７３２ 
減価償却累計額 △ １３,３４４ △ １０,３３６ △ １２,８８３ 

無形固定資産 ２,９８０ ２,１００ ２,９７０ 
営業権 ２,８８５ ２,０００ ２,８６１ 
その他 ９４ ９９ １０８ 

投資その他の資産 １,３９３ １,９１６ １,２１０ 
投資有価証券 ９７７ １,０１９ ７７８ 
繰延税金資産 １２３ １３７ １３３ 
その他 ３５９ ８３９ ３６３ 
貸倒引当金 △ ６６ △ ８０ △ ６５ 

繰延資産 ３９ ９ ３７ 
新株発行費 １７ ―― ２２ 
社債発行費 ２２ ９ １４ 

資産合計 ３７,２９１ ３７,８９８ ４１,２０９ 

中間連結財務諸表 

◆注記 
非継続事業の会計処理 
アメリカ合衆国に所在するＨＯＳＯＫＡＷＡ ＭＩＣＲＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＩＮＣ.は、平成１５年３月３０日開催の取締役会にお
いて米国拠点の整理を行うため、米国一事業所の売却を決議しました。当該取引に関しては、アメリカの会計慣行に従って
処理しております。そのため同部門の損益のみを前連結会計年度の連結損益計算書上、非継続事業損失として開示して
おります。また、同部門の資産、負債は連結貸借対照表上、非継続事業資産、負債として開示しておりましたが、平成１６年
１１月１９日に売却が完了しました。また、同社は、平成１５年３月３０日及び平成１５年９月２４日開催の取締役会において粉体
関連事業を中心とするコアビジネスへ集中するため、製菓装置関連事業及びドイツ一部門、並びに英国事業の売却を決
議しました。そのため前連結会計年度までにおいて当該取引に関しては、アメリカの会計慣行に従って処理しておりました。
前連結会計年度におきましても引続き売却交渉を行いましたが、外部要因により売却を行うことができず、前連結会計年度
下半期に事業継続の意思決定を行ったため、同期首より継続事業であったものとして処理することとしました。これに伴い、
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 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期末 前中間期末 前期末 
  平成１７年３月３１日 平成１６年３月３１日 平成１６年９月３０日 

負債及び資本の部 
流動負債 １２,０３９ ２２,３７０ １９,３１５ 
支払手形及び買掛金 ４,９４４ ３,２６３ ４,８７４ 
短期借入金 １,４２９ １０,７５７ ６,０２０ 
１年以内償還予定社債 ―― ２,０００ ２,０００ 
未払費用 ２,１０１ １,２０１ ２,００３ 
未払法人税等 ６３ １５５ ３３ 
繰延税金負債 ４３ ―― ７４ 
賞与引当金 ３０７ １６４ ２８４ 
製品保証等引当金 ６６２ ３２０ ６７２ 
前受金 １,３８９ ６４８ １,３５１ 
非継続事業負債 ―― ２,８８５ ９９７ 
その他 １,０９５ ９７２ １,００２ 
固定負債 ９,４１７ ７,５８１ ７,３８４ 
社債 ―― ２,０００ ２,０００ 
新株予定権付社債 ４,３００ ―― ―― 
長期借入金 １,０２９ ２,２２５ １,３４２ 
繰延税金負債 ２５６ ３７８ ２４４ 
退職給付引当金 ３,４６２ ２,５１０ ３,３９５ 
役員退職給与引当金 ３２３ ４２４ ３５３ 
その他 ４５ ４１ ４８ 
負債合計 ２１,４５６ ２９,９５１ ２６,６９９ 

少数株主持分 ３２７ １５１ ３２８ 

資本金 １２,３４０ ９,２７３ １１,９９０ 
資本剰余金 ３,０６１ ―― ２,７１１ 
利益剰余金 ２,３１２ １,６５５ １,８８２ 
その他有価証券評価差額金 ７４ ６ ２２ 
為替換算調整勘定 △ ２,２４５ △ ２,６８９ △ ２,４１３ 
自己株式 △ ３５ △ ４４９ △ １２ 
資本合計 １５,５０７ ７,７９６ １４,１８１ 

負債、少数株主持分及び資本合計 ３７,２９１ ３７,８９８ ４１,２０９ 

アメリカの会計慣行に従い繰り延べていた製菓装置関連事業の平成１５年９月３０日に終了する連結会計年度下半期の前連
結会計年度純利益相当額は連結損益計算書上、特別利益として計上し、当該部門が平成１５年９月３０日に終了する連結会
計年度末に保有していた現金同等物は、連結キャッシュ・フロー計算書上、投資活動によるキャッシュ・フローに「非継続事業
から継続事業への変更に伴う増加額」として開示しております。なお、前連結会計年度の連結損益計算書に含まれる製菓装
置関連事業及びドイツ一部門、並びに英国事業の売上高は５,１１７百万円、税金等調整前当期純損失は８０百万円でありま
す。また、製菓装置関連事業及びドイツ一部門、並びに英国事業の事業継続の意思決定は前下半期に行ったため、前連結
会計年度の中間連結会計期間においては、非継続事業として開示しております。前中間連結会計期間における製菓装置関
連事業及びドイツの一部門、並びに英国事業の売上高は２,４０３百万円、税金等調整前中間純損失は１５９百万円であります
。 
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比較中間連結損益計算書 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期 前中間期 前　期 
  自 平成１６年１０月１日 自 平成１５年１０月１日 自 平成１５年１０月１日 

 至 平成１７年３月３１日 至 平成１６年３月３１日 至 平成１６年９月３０日 

売上高 １８,９９５ １４,４１８ ３５,３２６ 
売上原価 １２,５７２ ９,２８７ ２３,１６０ 
売上総利益 ６,４２２ ５,１３０ １２,１６６ 
販売費及び一般管理費 ５,７４３ ４,７１４ １１,１８１ 

営業利益 ６７９ ４１５ ９８４ 
営業外収益 ６１ １７９ １３５ 
（受取利息・配当金） （２１） （２８） （６１） 
（その他） （４０） （１５１） （７４） 
営業外費用 ３０８ ５７９ ９３６ 
（支払利息） （１３４） （３４８） （６７７） 
（その他） （１７３） （２３０） （２５９） 
経常利益 ４３３ １６ １８４ 
特別利益 ４５ ３２６ ６９１ 
特別損失 ８９ ９６ ６１２ 
税金等調整前中間（当期）純利益 ３８９ ２４６ ２６２  
法人税・住民税及び事業税 １３３ ６７ ５０ 
法人税等調整額 △ １７１ １０ △ １９３ 
少数株主損益 ３ ３ ０ 
中間（当期）純利益 ４３０ １７１ ４０６ 

比較中間連結剰余金計算書 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期 前中間期 前　期 
  自 平成１６年１０月１日 自 平成１５年１０月１日 自 平成１５年１０月１日 

資本剰余金の部 至 平成１７年３月３１日 至 平成１６年３月３１日 至 平成１６年９月３０日 

資本剰余金期首残高 ２,７１１ ９,６３６ ９,６３６ 

資本剰余金増加高 
増資による新株発行 ３４９ ―― ２,７１１ 

資本剰余金減少高 
利益剰余金への振替による減少高 ―― ９,６３６ ９,６３６ 

資本剰余金中間期末（期末）残高 ３,０６１ ―― ２,７１１ 

利益剰余金の部 
利益剰余金期首残高 １,８８２ △ ８,１５３ △ ８,１５３ 

利益剰余金増加高 
中間（当期）純利益 ４３０ １７１ ４０６ 
資本剰余金からの振替による増加高 ―― ９,６３６ ９,６３６ 

利益剰余金減少高 
自己株式処分差損 ―― ―― ７ 

利益剰余金中間期末（期末）残高 ２,３１２ １,６５５ １,８８２ 

中間連結財務諸表 
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比較中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期 前中間期 前　期 
  自 平成１６年１０月１日 自 平成１５年１０月１日 自 平成１５年１０月１日 
 至 平成１７年３月３１日 至 平成１６年３月３１日 至 平成１６年９月３０日 

営業活動によるキャッシュ・フロー １,２１３ ８１１ ２,４６５ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ５８３ ４０２ ２,２５１ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ３,９３６ △ ２,３０７ △ ２,０１１ 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ２６ △ ２５ △ １３ 

現金及び現金同等物の減少額 △ ２,１６５ △ １,１１９ ２,６９１ 

現金及び現金同等物の期首残高 ５,４１８ ２,７２６ ２,７２６ 

現金及び現金同等物の期末残高 ３,２５２ １,６０６ ５,４１８ 

業績推移 

■ 売上高 

■ 経常利益 ■ 当期純利益 
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比較中間貸借対照表 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期末 前中間期末 前期末 
  平成１７年３月３１日 平成１６年３月３１日 平成１６年９月３０日 
  

資産の部 

流動資産 １４,０３３ １３,３８０ １５,６０３ 

固定資産 １３,６５９ １５,０１５ １４,７６２ 
有形固定資産 ７,９３７ ８,０４８ ８,０７３ 
無形固定資産 ２０ ２７ ２３ 
投資その他の資産 ５,７０１ ６,９３９ ６,６６５ 
繰延資産 ３９ ９ ３７ 
 
資産合計 ２７,７３２ ２８,４０５ ３０,４０３ 
 
 
 
負債の部 
流動負債 ５,００４ １４,１８９ １１,１０７ 

固定負債 ７,０５７ ５,７３４ ４,９２０ 

 
負債合計 １２,０６２ １９,９２３ １６,０２７ 
 
 
 
資本の部 
資本金 １２,３４０ ９,２７３ １１,９９０ 

資本剰余金 ３,０６１ ―― ２,７１１ 

資本準備金 ３,０６１ ―― ２,７１１ 

利益剰余金 ２３０ △ ３４８ △ ３３５ 

中間（当期）未処分利益（△未処理損失） ２３０ △ ３４８ △ ３３５ 

その他有価証券評価差額金 ７２ ６ ２１ 

自己株式 △ ３５ △ ４４９ △ １２ 

資本合計 １５,６７０ ８,４８１ １４,３７５ 

 

負債及び資本合計 ２７,７３２ ２８,４０５ ３０,４０３ 

中間単体財務諸表 
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比較中間損益計算書 （単位：百万円） 

科　　目 当中間期 前中間期 前　期 
  自 平成１６年１０月１日 自 平成１５年１０月１日 自 平成１５年１０月１日 
  至 平成１７年３月３１日 至 平成１６年３月３１日 至 平成１６年９月３０日 
経常損益の部 
営業損益の部 
売上高 ７,０６６ ６,１８１ １２,６７９ 
売上原価 ４,５５４ ３,７９０ ７,８８７ 
販売費及び一般管理費 ２,０５３ １,９６６ ４,１１４ 
 
営業利益 ４５９ ４２５ ６７７ 
 
営業外損益の部 
営業外収益 １７５ ２５５ ４８３ 
（受取利息及び配当金） （１１２） （１６５） （３３８） 
（その他の営業外収益） （６２） （９０） （１４４） 
営業外費用 ２２７ ４８５ ８０４ 
（支払利息） （１０７） （３１７） （６２２） 
（その他の営業外費用） （１２０） （１６７） （１８１） 
 
経常利益 ４０７ １９５ ３５５ 
 
 
 

特別損益の部 
特別利益 ０ １２６ １３４ 
 
特別損失 ０ ３ ３９５ 
 
税引前中間（当期）純利益 ４０７ ３１７ ９５  
法人税・住民税及び事業税 １６ ２０ ３７ 
法人税等調整額 △ １７５ ８０ △ １７８ 
 
中間（当期）純利益 ５６６ ２１６ ２３７ 
前期繰越損失 △ ３３５ △ ５６５ △ ５６５ 
自己株式処分差損 ―― ―― ７ 
 
中間（当期）未処分利益（△未処理損失） ２３０ △ ３４８ △ ３３５ 
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電池の発展と 
ホソカワミクロンの関わり 
ホソカワミクロンの粉体技術は、 
電池の製造技術と深い関係があります。 
当社の創業者細川永一は、細川鐵工
所を創業する前に島津製作所において
島津源蔵氏のもとで、電池用鉛粉の開発、
製造に携わっていました。その後独立して
鉄工所を自営し、昭和５年には当社の
粉体技術の礎となった微粉砕機“ミクロン
ミル”を開発しました。“ミクロンミル”は
万能型粉砕機として様 な々産業分野で用
いられましたが、特に恩師島津源蔵翁の世界的発明といわれる金
属鉛の粉砕に成功し、その性能が認められ、大きなセンセーションを
巻き起こしました。その改良型である“スーパーミクロンミル”は、ユ
ニークな構造を持つ超微粉砕機として今でも高く評価されています。 

近年新しい電池が次 と々開発され、モバ
イル機器の小型・軽量化に伴い、小型二次
電池市場が大きく成長しました。特にリチウ
ムイオン電池が最も普及し、２００４年の市場
規模は、約５,２００億円／年と推定されます。
電池電極の原材料は粉末状なので、その
製造やハンドリングには、当社の粉砕機、分
級機、混合機などが用いられています。そ
の応用例として、リチウムイオン電池電極

の製造工程に、当社の粒子複合化装置“メカノフュージョン�”を組み
込むことで、電極性能を大幅に向上させることができます。 

また、将来の最先端技術とされる燃料電池の分野では、当社の
ナノ粒子複合化技術を活用して、コージェネレーション（熱電併給）
などに有望な固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）の電極性能を大
幅に向上させることに成功しました。（高機能混合・複合化装置“ノ
ビルタＴＭ”の応用例） 

当社製品は､日本の主要な電池素材メーカーに止まらず、韓国な
どのアジア市場や北米市場にも納入され、今後の成長と収益への
貢献が期待できます。 

▲ ミクロンミル 

▲ メカノフュージョン� 
粒子の複合化、表面改質、粒
子形状コントロールが可能です。 
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２００４.１０.１～２００５.４ 
トピックス 

ナノ粒子複合化装置並びに高機能装置の販売のグローバル展
開を図るために、ドイツ、英国、米国で、最新のナノ粒子技術を
紹介する“ナノパーティクルテクノロジーセミナー”を開催しま
した。粉体技術の分野で著名な大学教授を招いた基調講演
を始めとし、ナノ粒子のハンドリング技術について発表を行い
ました。欧米の有力企業を中心として、多方面の研究所から
大勢の参加をいただきました。今後、ナノ関連新製品のグロ
ーバル販売につながることが期待されます。 

● ２００５年３～４月 

弊社社長 細川益男の経営哲学を
始めとし、多彩な趣味を含め、その人生
観を紹介した書物が、日刊工業新聞社
より発刊されました。 
 
当社ウェブサイトの“関連書籍コーナー”
に当社に関連する書籍及び学術
関係誌が紹介されています。 

● ２００５年３月 

▲ ４月１２日　米国のセミナー会場 

http://www.hosokawamicron.co.jp/2kaisha13.html

12



株式の状況 

■ 株式の状況 （平成１７年３月３１日現在） 

会社が発行する株式の総数 …………………………… ９９,３４７,０００株 

発行済株式の総数 …………………………………… ３７,８６８,６９５株 

株主数 ………………………………………………………… ６,０８４名 

■ 所有者別所有株式数 

■ 大株主 （平成１７年３月３１日現在） 

■ 所有者別株主数 

株　主　名 　持株数（千株） 　議決権比率（％） 

細　川　益　男 ３,８４７ １０.１６ 

日本証券金融株式会社 ３,０７５ ８.１２ 

株式会社栗本鐵工所 ３,０００ ７.９２ 

東豊産業株式会社 ２,９５２ ７.７９ 

細　川　悦　男 １,００８ ２.６６ 

細　川　泰　史 ９０２ ２.３８ 

細　川　雅　代 ６５５ １.７３ 

野村證券株式会社 ５６８ １.４９ 

日興シティ信託銀行株式会社（投信口） ５００ １.３２ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） ４７１ １.２４ 

株式数 
３７,８６８,６９５ 
株 

株主数 

６,０８４名 

５９１,０００株 

２９名 
７,２７７,４９７株 

４０６名 
３,９２２,００８株 

５８名 

６,５２７,５５６株 
３８名 

１９,５５０,６３４株 

５,５５３名 

個人・その他 

金 融 機 関  

証 券 会 社  

その他国内法人 

外 国 法 人 等  
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会社概要 

■ 会社概要 （平成１７年３月３１日現在） 

商　　号 ホソカワミクロン株式会社 

英文商号 ＨＯＳＯＫＡＷＡ ＭＩＣＲＯＮ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

創　　業 大正５年４月１８日（１９１６年） 

設　　立 昭和２４年８月１３日（１９４９年） 

資 本 金 １２３億４千万円 

従業員数 ３６０名 

Ｕ　Ｒ　Ｌ ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.ｈｏｓｏｋａｗａｍｉｃｒｏｎ.ｃｏ.ｊｐ/

■ 役員 （平成１７年６月１日現在） 

 代表取締役社長 細 川  益男 Ｃ.Ｅ.Ｏ.（最高経営責任者） 

 取締役副社長 宮田  清巳 Ｃ.Ｏ.Ｏ.（最高執行責任者）　海外事業統括 

 取　　締　　役 野 城  　清  

 取　　締　　役 安 岡  公道 国内事業担当 

 取　　締　　役 荒 川  　隆 総務本部 本部長 兼 枚方事業所長 

 取　　締　　役 木 原  　均 企画管理本部 本部長 

 取　　締　　役 前出  省三  粉体システム事業本部 本部長 

 取　　締　　役 千 畑  一郎 社外 

 監　　査　　役 浮田 俊太郎 常勤 

 監　　査　　役 國 分  紀一 社外 

 監　　査　　役 吾田 啓一郎 社外 

 執　行　役　員 坂 上  信洋 メンテナンスサービス事業本部 本部長 

 執　行　役　員 福 永  忠道 環境システム事業本部 本部長 

 執　行　役　員 高 木  保雄 環境システム事業本部 副本部長 

 執　行　役　員 井 上  鉄也 経理本部 副本部長 

 執　行　役　員 吉田  　稔 東京支店長 

14



本 社●〒５７３-１１３２ 大阪府枚方市招提田近１丁目９番地 
電 話●０７２-８５５-２２２６　FAX●０７２-８５５-２４１０ 
URL●http://www.hosokawamicron.co.jp/　証券コード●６２７７ 

高付加価値原料に適した超微粉砕機として、医薬業界から注目されます。 

この冊子は再生紙を使用し、印刷インキにはアメリカ
大豆協会認定の大豆油インキを使用しています。 

表紙：対抗式流動層式ジェットミル “100AFG（医薬 特殊仕様）” 

株主メモ 

決　　算　　期 毎年９月３０日 

定 時 株 主 総 会 毎年１２月 

基　　準　　日 定時株主総会　毎年９月３０日 
 その他必要のあるときは、あらかじめ公告をして定めた日 

配当金受領株主確定日 利益配当金　毎年９月３０日 
 中間配当金　毎年３月３１日 

名義書換代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号  
 ＵＦＪ信託銀行株式会社 

同事務取扱場所 〒５４１-８５０２ 
（お問い合わせ先） 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 
 ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪支店証券代行部 
 通話料無料7０１２０-０９４-７７７ 

同　取　次　所 ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店 

公告掲載新聞  日本経済新聞 

貸借対照表及び損益計算書のホームページアドレス 
http://www.hosokawamicron.co.jp/kessan/

株式関係のお手続き用紙のご請求は、次のＵＦＪ信託銀行の電話
及びインターネットでも２４時間承っております。 
――――――電話（通話料無料・フリーダイヤル）―――――― 

7０１２０-２４４-４７９（本店証券代行部） 
7０１２０-６８４-４７９（大阪支店証券代行部） 

――――――――インターネットホームページ―――――――― 
http://www.ufjtrustbank.co.jp/


